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2013年度は、海外、国内とも全般に活動が順調に進展し、海外事業では、コミュニティ排水処理事

業ならびにジャトロファ事業を継続し、バイオマスの流動接触分解ガス化とメタノール合成を組み合

わせた事業(地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム)の開始へ向けての準備を行った。他に、

複数の新規事業の形成にも取り組んでいる。国内では、適正技術人材育成研修を、内容を増強しなが

ら実施することを中心に活動を進めた。これらの活動を円滑に実施するため、事務所体制の増強と事

務所の拡張も行った。 

 

 

■海外事業 

○排水処理事業は、2011年度から開始した、コミュニティ排水処理システム普及促進事業(JICA草の

根技術協力事業草の根パートナー型)を継続した。モデルシステムの設置から普及促進へと転換す

る段階になっている。 

 ○バイオマスエネルギー事業では、バイオマスガス化とメタノール合成を組み合わせた事業の開始

の準備を進めた。ジャトロファ事業は、自己資金で継続している。 

 ○適正技術人材育成研修と関連して、炭によるガス化発電、バングラデシュにおける現地の適合的

な排水処理技術の開発と普及事業の検討と事業形成に取り組んだ。 

 

■国内事業 

○前年度から始めた適正技術人材育成研修を、講義、研究会、スタディーツアー等からなる初級

コースと、具体的な事業形成を学ぶ中級コースの2コースで実施。他に、東京と大阪でAPEXセ

ミナーを計2回実施した。 

 ○APEX通信を2号発行した。 

 

■会員数の動向・実施体制等 

  ○会員数の動向は下のとおり 

                 前年度末    正会員  49名、賛助会員  89名  

                 新入           正会員  14名、賛助会員  11名 

                 退会           正会員  11名、賛助会員  12名    

                 現在           正会員  52名、賛助会員  98名 

 

○2013年度は、常勤役員1名、常勤スタッフ4名、現地スタッフ8 ～12名の体制で活動を進めた。

2014年度は、常勤役員1名、常勤スタッフ6名、現地スタッフ8名の体制となる見込みである。 
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■活動報告 

(1)生活排水処理事業 

現在、インドネシアでは、コミュニティ排水処理

が急速に普及していく流れがあるが、成り行きにま

かせると、ほとんどがMCK(トイレ、水浴び場、洗濯

場の複合施設)か、嫌気性のみの集合処理プロセス

となってしまう。MCKはコミュニティの生活レベル

が上がると使われなくなっていく傾向があり、ま

た、生活雑排水の大半は未処理のままである。嫌気

性の集合処理では、処理水質が不十分で、処理水に

よる二次汚染も懸念される。さらに、既存の生活排

水の嫌気性処理技術は場所をとるため、ニーズが高

くても、施設を設置する場所がなく、設置できない

ケースも多い。 

2006年～2008年に行ったコミュニティ排水処理事業で、嫌気性処理と好気性処理の組み合わせに

より、安価で場所をとらず、運転管理も容易でありながら、処理水質の良好な住民参加型システム

を開発した。それを広く普及させていくことの意義は大きいと考え、2011年10月より「インドネシ

アの都市部住宅密集地域における住民参加型コミュニティ排水処理システム普及促進事業」(JICA

草の根技術協力事業パートナー型)に取り組んでいる。事業は四年間にわたり実施される計画であ

るが、2014年3月までに第一年次(半年間)及び第二、三年次の活動が終了した。事業の概要と2013

年度までの活動は以下のとおりである。 

なお、これまでのAPEXのコミュニティ排水処理事業は、日本水フォーラムが主催するGOODプロ

ジェクトの『世界を変えるトイレ大賞』(2014年3月)ならびに、日立環境財団と日刊工業新聞社が

主催し、環境省が後援する『環境賞』の優秀賞を受賞した(2014年5月)。 

 

1)事業の概要 

2 

 ［事業名］ 

インドネシアの都市部住宅密集地域における住民参加型コミュニティ排水処理システム普及促進事業 

  ［目的］ 

現地に適合的で処理水質が良好な、住民参加型コミュニティ排水処理のモデルシステムを、対

象地域に効果的に配置し、その普及のためのネットワークを形成する。それにより、当該排水

処理システムを広く普及させ、住民の衛生環境の改善と水質汚濁の緩和をはかる。 
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2)第1年次の活動   

  第1年次の活動としては、設計基準の整備のための資料やデータの収集、モデルシステムの整

備のための地方政府との覚書締結や候補地の探索、モデルシステムの周知(中央政府)、人材育

成のための研修(2回)、ネットワーク形成のためのニュースレター発行(1回)やホームページの

開設・運営を行った。 

 

3)第2年次の活動 

第2年次の活動としては、前回総会での報告のとおり、設計基準（ガイドライン）の整備、普

及拠点都市5都市のうち、テガール市、プカロンガン市、タバナン県でそれぞれ1カ所、ジョク

ジャカルタ市で2か所、合計4都市5カ所のコミュニティにおいてモデルシステムの設置を行った

ほか、モデルシステムの周知(中央政府、地方政府)、人材育成のための研修(1回)、情報サービ

スとしてのコンサルティング・サービス（28件）、ネットワーク形成のためのニュースレター

発行(2回)やホームページの運営を行った。 

［活動］ 

①設計基準の整備  

適正なコミュニティ排水処理システムの設計基準を整備する。 

②モデルシステムの整備 

中部ジャワ州のテガール市、プカロンガン

市、ジョクジャカルタ市、スラカルタ(ソロ)

市、バリ州のタバナン県のうち、4ケ所以上の

都市域の6ケ所以上のコミュニティにモデルシ

ステムを設置する。 

③モデルシステムの周知 

中央政府の政策担当者を対象とするプレゼンテーション、普及拠点都市周辺の都市の政策担

当者を対象とするワークショップの開催などにより、モデルシステムを周知させる。 

④人材育成 

普及拠点都市やその周辺都市の政策担当者、大学の研究者、企業の担当者、NGOスタッフなど

を対象に、排水処理適正技術に関するプログラム研修を実施し(8回以上)、適正なコミュニ

ティ排水処理を実行・推進する人材の能力向上をはかる。 

⑤情報サービス 

排水処理適正技術マニュアルの作成・出版(1000部以上)や、コンサルティング・サービスな

どの情報サービスを行う。 

⑥ネットワーク形成 

国際的セミナーの実施(2回以上)、ニュースレターの発行(8回以上)、ホームページの運営に

より、コミュニティ排水処理実行推進者のネットワークを形成する。 

［実施期間］ 

2011年10月～2015年9月の4年間 
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 4)第3年次の活動 

  ①設計基準の整備 

 第2年次に整備された。但し、今後も改善を続けていく予定である。 

  ②モデルシステムの整備 

  ②- 1.モデルシステムの設置 

 普及拠点都市5都市のうち、テガール市、プカロンガン市で第2のモデルシステムの建設を行っ

た。第1のモデルシステムでは、費用の約3分の2を占める処理施設部分を事業資金、約3分の1を占

める管渠部分を市政府予算から拠出していたが、第2のモデルシステムでは、処理施設部分を市政

府が、管渠部分は本事業資金で負担することとした。いずれも、ハウスコネクションは住民自身

の負担による。それぞれのコミュニティでは、環境・衛生問題への理解を深め、モデルシステム

建設の合意形成や住民の自主的運営システムの形成をはかる会合を、必要に応じて行った。 

前年度に設置したモデルシステムに関するモニタリングの結果、プカロンガン市、ジョクジャ

カルタ市のモデルシステムは、処理水のBOD濃度が18～46 ppmで推移している。タバナン県のモデ

ルシステムでは、生活排水以外の食品排水の影響により、BOD濃度は41～89ppmでの推移となって

いる。テガール市では、遅れていた管渠部分工事が終了し、運転が開始された。 

これらのモデルシステムの設置・運転に当たり、PUSTEKLIM(排水処理適正技術センター、APEX

とディアン・デサ財団で共同運営し、このプロジェクトの拠点～実施主体となっている)は対象コ

ミュニティの選択、住民のファシリテート、設計、建設工事の監督等を行った。 

それぞれのモデルシステムの状況は以下のとおりである。 

 

［第3年次設置分モデルシステム］ 

○テガール市スレロック地区第4町内会第2、3隣組(69世帯分)  

テガール市東部に位置する平均的密集度のコミュニ

ティで、平均収入200万ルピア（約18,000円）と比較的

豊かであり、90%の家庭ですでにトイレを有している。

一部の家庭の排水が、隣接する中学校の敷地に流れ込

んでいることが問題となり、モデルシステム導入候補

地に挙がった。処理施設は、コミュニティの裏手にあ

る、水田に囲まれた空き地に建設した。流入する排水

を、沈殿槽を経てポンプで汲み上げ、新たに考案した

ショック・アブソーバーで流量を平準化しつつ生物処

理部分(嫌気性処理と好気性処理の組み合わせ)に流す

方式とし、地下部分を削減するとともに、調整槽の容積節約と電気代節約をはかった。同地区

は、地下水のレベルが高く、掘削工事に手間取ったが、処理施設部分の建設は2014年4月に終

了。管渠部分の建設は2014年5月に終了見込みである。なお、住民負担となるハウスコネクショ

ンおよびトイレの設置費用に関し、PUSTEKLIMから資金の貸し出しを行う予定である。 

 

○プカロンガン市サプロ地区第8町内会第3隣組（47世帯分） 

 プカロンガン市西部に位置する川沿いの平均的コミュニティで、ほぼ全ての家庭がトイレを所
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有しているが、生活雑排水は道路脇の排水溝や塩ビ管を通して隣接する川に流している。上記

スレロック地区と同様に、生物処理(嫌気性処理と好気性処理の組み合わせ)にいたる前に地下

槽からポンプで汲み上げる方式とし、生物処理部分は地上化されている。処理施設部分の工事

はおおむね順調に進み、2014年3月に建設が終わった。一方、管渠部分の工事は豪雨の影響によ

り遅延したが、2014年5月に建設が終了する見込みである。同地区ではハウスコネクションのた

めのPUSTEKLIMからの資金の貸し出しはないが、一部の資金はプカロンガン市政府が補助する。 

 

 ［第2年次設置分モデルシステム］ 

○テガール市スレロック地区第2町内会第12隣組(40世帯分)  

同市政府が担当した管渠工事部分の建設の遅れによ

り、同地区の処理施設建設は、予定より大幅に遅れて

2013年7月に終了。また、PUSTEKLIMで担当した処理施設

についても、豪雨の際、回転円板が水没し、その後地上

化する工事を行った。ハウスコネクションの大部分が接

続された2013年9月下旬から、住民による自主的運転が開

始された。回転円板が、地上化により民家に隣接し、臭

気の苦情が出たが、排気用の煙突を設置することにより

解決した。2013年12月13日、市長以下、政府関係者、住

民など約80名の参加を得て竣工式が行われた。 

○プカロンガン市ランドゥングサリ地区第6町内会第3隣組（36世帯） 

同地区では2012年12月から、住民による自主的運転管理が継続されている。処理水質は、お

おむねBOD濃度20～50ppmで推移している。 

○ジョクジャカルタ市カラングワル地区第5町内会第17、19隣組（120世帯）および、同市クリ

チャック・ロール地区第1町内会第2、3隣組（122世帯） 

両地区では、2013年2月から、住民による自主的運転管理が継続されている。これまで行っ

た水質分析の結果、おおむねBOD濃度50ppm以下で推移している。 

○タバナン県パスカン・ベロダン地区（45世帯、うち4世帯は食品加工排水も排出） 

同地区では、2013年2月から、住民による自主的運転管理が継続されている。一時、豆腐工

場からの酸性排水流入によると思われるpH低下（pH4）の問題があったが、当該排水を除外し

たためか、2013年7月頃から改善されている。処理システムから排出される処理水のBOD濃度は

50～90ppmで推移している（インドネシアの排水基準ではBOD濃度100ppm）。 

 

③モデルシステムの周知 

公共事業省主催のDAK SLBM(コミュニティベースの衛

生・環境改善のための特別予算)事業モニタリング・評価

会 (2013年7月16、17日) で、同省人間居住総局「居住地

域における環境改善促進プログラム（PPLP）」ディレク

ターのジョコ・ムルシト氏、同省人間居住総局居住環境

衛生開発局技術計画部長のリナ・アグスティン・イン
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ドゥリアニ氏、およびジャワ島、バリ島などからの政府関係者約80名に当該システム紹介を行

い、モデルプラントを視察してもらった。また、プカロンガン市において周辺都市の政策担当者

等41名を招き、現場見学を含むワークショップを実施した(2013年6月18日)。ワークショップには

中部ジャワ州PPLP（居住地域における環境改善促進プログラム）トップのスハルソノ・アディ・

ブロト氏を招いたが、それを契機に、スマラン市に建設予定のコミュニティ排水処理システムへ

の当該システム導入が検討されている。 

 

④人材育成 

プカロンガン市において周辺都市の政策担当者向け

排水処理適正技術研修コースを実施した（2013年6月

19日）。研修内容は、排水処理技術概論、排水処理技

術各論といった講義と、現場見学からなる。テガー

ル、プマラン、ブレベス、バタン、チレボンなど、周

辺都市の政策担当者計41名が受講して、修了証を得

た。加えて、テガール県において県内各地域の衛生関

連政策担当者を対象とした排水処理適正技術研修コー

スを実施し（2013年12月11～12日）、計109名が受講した。 

 

⑤情報サービス 

先行事業で作成した排水処理適正技術マニュアルの

改訂版の作成・出版のための資料収集および執筆を

行った。内容は、水質汚濁・衛生問題概論、排水の性

状、排水処理プロセスと適正技術、排水処理技術各

論、コミュニティ排水処理技術、住民参加型システム

の形成からなる。中央政府環境省の衛生問題担当官

や、大学教授にも執筆を依頼。2014年4月上旬発行

（1000部）。また、排水処理適正技術に関するコンサ

ルティング・サービスを合計26件実施した。 

 

⑥ネットワーク形成 

2013年10月17～18日に、「コミュニティ排水処理適

正技術－技術選択の多様化」をテーマに国際セミナー

を開催し、各地方政府の地域開発計画局、公共事業

局、環境衛生局、大学関係者などを中心に97名が参加

した。また、2013年9月と2014年3月にニュースレター

第4号、5号を発行し、それぞれ約700部を政府関係者、

大学研究者、企業、NGOに送付した。さらにホームペー

ジを継続的に運営している。 
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(2)産業排水処理 

産業排水処理分野では、排水処理適正技術センター事業(JICA開発パートナー事業)が2004年9月

に終了した後も、自立的に排水処理設備の設置に取り組み、また技術相談に応じている。2013年

には、東ジャワ州マラン市の病院向けに1基設置した。これまでの産業排水処理(病院排水を含む)

設備設置実績は32件で、そのうち上記の開発パートナー事業終了後に設置したものは23件であ

る。なお、コミュニティ排水処理事業でモデルシステムを設置しているプカロンガン市ではバ

ティック生産が盛んであるが、同市環境局より、市内におびただしい数存在するバティックの小

～家内産業から排出される排水の処理に関して、簡便な方法がないか、打診されている。 

 

(3)バングラデシュにおける排水処理事業の検討 

インドネシア同様、他のアジア地域においても、経済が発展し都市化が進む一方で、深刻な水

質汚濁と衛生環境劣化の問題に直面している地域は多い。バングラデシュは、東南アジアならび

に南アジアの国々のうちで、衛生環境不良による被害が、インド、インドネシアに次いで大きい

国である。問題の解決のためには、生活排水や産業排水を的確に処理しなければならないが、

APEXで開発してきた技術は、インドネシア以外でも適用可能と考えられ、適正技術人材育成研修

に参加された東宏乃さんのイニシャチブで、バングラデシュにおける排水処理事業の検討を行う

こととなった。これまでの調査・検討状況は以下のとおり。 

 

バングラデシュは、近年、5～6%/年程度の経済成長

を続けており、都市化の進展も著しいが、それらに適

切なインフラ整備がともなわないため、大気汚染、水

質汚濁、交通渋滞、劣悪な住居、衛生問題など、さま

ざまな問題が発生している。特に水質汚濁と劣悪な衛

生環境の問題は深刻であり、同国の人口約1億5千万人

のうち、約6千6百万人が満足な衛生設備にアクセスで

きず、衛生設備の不良による経済損失は42.3億ドルと

試算されている(2007年、WSP)。これは、同国のGDPの

6.3%に当たり、南アジアならびに東南アジア諸国の中

で、インド、インドネシアに次ぐ大きな損失額であ

る。損失額の84%までは、住民の健康被害による。首都

のダッカでは、生活排水の処理を行っていない住民の

割合が7割に達し、また産業排水も、大部分が未処理か不十分な処理で排出されている。 

 

これまでインドネシアで開発し、普及をはかってきたAPEXの技術は、安価で運転管理が容易であ

り、気候的にもインドネシアと類似したバングラデシュでも適用可能なはずである。そのような技

術の適用を進めれば、バングラデシュの環境保全と住民の生活向上に資するところが大きい。その

ような観点から、2013年8月に、東氏らが同国の水・衛生環境関連の状況および当該技術の適用可

能性に関する予備的な現地調査を実施し、水質や衛生にかかわる現場を訪ねるとともに、関連政府

機関や環境関連のNGO、民間研究機関等の担当者と面談し、状況の確認、情報の収集、技術紹介と
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■活動報告 

(1)バイオマスの流動接触分解ガス化技術の開発 

1)経緯 

アジア地域に適合的なバイオマスのエネルギー利用技術の開発と普及をめざして、2000年から、粘土

を触媒とする流動接触分解によりバイオマスをガス化する技術の開発に取り組んできた。農業廃棄物

や林業廃棄物等の幅広いバイオマス原料から、タールの生成を抑えつつ高品質のガスを生産でき、か

つ、先進国の企業が取り組んでいる技術と比べて格段に安価なプロセスをめざしている。小規模実

験、パイロットプラント実験を経て、2007年度には、NEDO(新エネルギー・産業技術総合開発機構)の

意見交換を行った。その結果、ダッカ市では7割の住民の生活排水が処理されていないこと、大規模

集中型下水道の建設も検討はされているものの、実施の目途が立っていないこと、繊維・染色工場、

皮革加工工場などの排水の多くが十分な処理が行われないまま放出されていること、急速な都市化の

進展でスラム地域が拡大し、そこでは住民が劣悪な衛生環境で生活していることなどが確認された。 

 2014年3月には、ダッカ市における排水処理適正技術に関

するセミナーと、近郊の地域の現地調査を行った。セミ

ナーには、産業界、政府機関、民間研究機関、NGO等から44

名(うち、主催者側10名)が参加。APEXで取り組んでいるよ

うな技術が待望されていることが感じられた。現場訪問で

は、ナルシンディ(Narsinghdi) 県のメジャプール村やナラ

ヤンプールバザール、同県バニアチョルカルバ地区の衛生

環境等を見学。また、産業排水処理の状況把握のため、ナ

ラヤガンジ(Narayanganj)県のFatullah Fabrics 社ならびに

FAKIR KNITWEARS社を訪問(ともに繊維産業)。3月に訪問した中では、特にナラヤンプール市場の衛生

状態改善の必要性が強く感じられ、また繊維産業排水処理は、非常に場所をとりエネルギー消費が大

きい割に処理効果の上がっていないものであった。 

■活動計画 

(1)生活排水処理事業 

実施中のコミュニティ排水処理事業を計画に沿って実行することが基本となるが、ニーズが厖大にあ

り、普及をめざすことを主眼とする事業の性格からも、計画を上回る実績を上げることに努めたい。 

(2)中小産業排水処理事業 

引き続き、排水処理適正技術センターで開発した中小産業向けの排水処理技術を、中小産業の経営者

の自助努力を支援する形で普及させていく。技術に関する広報・紹介を行い、支援依頼に応じて、コ

ンサルティング、設計支援、排水の分析、設置・製作・運転等を状況に応じて選択的に実施する。 

(3)新規プロジェクトの形成 

インドネシアでは、コミュニティ排水処理以外にも病院排水処理、小規模産業排水処理、処理水の再

利用、有害廃水処理などの必要性が大きい。それらに関する新規事業形成の検討も機会ある毎に行

う。また、バングラデシュなど、インドネシア以外の地域における事業展開も前向きに検討する。 
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［事業名］ 

インドネシアにおけるバイオマス廃棄物の流動接触分解ガス化・液体燃料生産モデルシステムの開発 

［目的］ 

インドネシアで大量に発生しているバイオマス廃棄物を有効利用するための、現地の社会・経済条

件に適合的な、流動接触分解ガス化・液体燃料生産プロセスを開発し、その普及のための基盤を整

備する。 

［活動］ 

 １．高度安定型流動層の確立 

  実証テストプラント運転時には、ガス化炉/再生塔間の循環が不安定で、循環停止状態になる場合

も少なからずあった。運転が容易で、かつ高度に安定的に制御できるような流動層を開発する。 

 ２．粘土触媒の探索・最適化 

インドネシア国内で、触媒として使える可能性のある粘土を収集して、その活性や粉砕特性を

調べ、このプロセスに適した粘土触媒を探索する。 

 ３．チャー抜出機構の開発 

実証テストプラントは、大径のバイオマスをガス化炉に投入した場合、大径のチャーが炉内に

残留することが確認された。そのチャーを抜き出す機構を開発する。抜き出したチャーは、土

助成も得て実証テストプラントを建設し、2009年8月まで運転を行った。2009年度以降は、開発した

技術の適用先探索や、残された技術課題の改善・解決のための技術開発継続の方策を検討した。 

2009年度から2010年度にかけて実施された実行可能性調査では、アブ

ラヤシ廃棄物をガス化し、生成したガスをディーゼルエンジンで軽油を

混焼するケースでは、軽油代が負担となることなどから、経済的に成立

がむずかしいということになった。このため、2011年度は、構想をあら

ためて生成ガスからメタノールを製造することとし、また、残された技

術課題の改善・解決もめざして、群馬大学やBPPT (インドネシア技術

応用評価庁)と共同で、新規事業の形成をはかった。現地でも容易に運

転できる高度安定型流動層の開発、安価なメタノール合成触媒の開発、

流動層からのチャーの抜き出し機構の開発などの要素技術開発を行い、

それらをふまえて、アブラヤシ廃棄物を原料とする250kW級のガス化炉

と、100L/時のメタノール合成プロセスを設置して、技術を確立しよう

とするものである。この事業を、JST(科学技術振興機構)とJICAが共同

で運営する、SATREPS(地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム)に申請した。 

 

2011年度の申請は採択にいたらなかったが、経済性計算を精緻化するなどの改善をして、2012年度

に再度SATREPSに申請した。申請に当たっては、前年度同様、群馬大学に代表研究機関となってい

ただいた。その結果、無事に条件付採択となり(2013年5月)、JICAと相手国研究機関等との国際約

束形成プロセスを経て、実施の見通しとなった。プロジェクトの概要は以下のとおり。 

2)事業の概要 
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壌改良剤や肥料として利用する。 

 ４．バイオマスの前処理および供給方法の確立 

アブラヤシ空房などの原料を脱水・租粉砕し、ガス化炉に円滑に投入するシステムを開発する。 

５．低コストメタノール合成触媒の開発 

低圧メタノール合成プロセスの低コスト化をめざし、現地で調達・製造が可能な、低コスト触

媒の開発を行う。 

６．低圧メタノール合成プロセスの確立 

バイオマスエナジー社の低圧多段抽出メタノール合成プロセス技術をベースにして、パイロッ

トスケールのメタノール合成プラントを設計・製作しつつ、これをインドネシアに適合的な技

術とするための技術開発を行う。 

７．ガス化残渣の肥料化技術の確立 

バイオマスに含まれる栄養塩類はチャーの中に濃縮されると考えられ、バイオマスの持続的生

産や農地拡大をはかるため、チャーを肥料として利用する手法を開発する。 

８．デモンストレーションプラントによる実証 

以上の成果を生かしつつ、それらを統合したデモンストレーションプラント (ガス化装置

250kW、メタノール合成能力100L/時)を設計し、アブラヤシ搾油工場等にこれを設置し、連続

運転を行って、技術を実証する。 

９．人材育成 

現地で、バイオマス廃棄物のエネルギー利用を技術的に担う人材ならびにプラントのオペレー

ターを育成するためのプログラム研修を行う。 

１０．ネットワーク形成   

開発したプロセスをはじめとするバイオマスエネルギー利用技術の発展と適用拡大をはかるた

め、国際的なセミナーを2回開催し、またニュースレターを年2回発行する。 

［実施団体  

日本側 群馬大学、APEX  

インドネシア側 BPPT(インドネシア技術応用評価庁)、ディアン・デサ財団 

［実施期間  

2014年4(6)月～2019年3(5)月 

JST事業としては2014年4月、JICA事業としては2014年6月開始予定 

［予算  

   5年間で約5億円 

3) 2013年度の活動 

JICA⁸JST⁸群馬大学、BPPT、ディアン・デサ財団と、それぞれ打ち合わせしながら、事業開始

の準備を進めた。2014年9月8日～14日には、JICA、JST、群馬大学とともに詳細計画策定調査を行

い、関連する現場を訪ね、現地側とも打ち合わせながら、事業の詳細な計画をあらためて検討した。

この調査は、事業の事前評価もかねていたが、おおむね良好な評価結果であった。 

開始までの主な検討項目として、現地における資機材調達方法、メタノール合成プラントの安全性

確保、技術開発を進めるAPEX側の体制、各組織の役割の分担などがあったが、ひとつひとつ問題を
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クリアしていき、2014年2月25日には、プロジェクトのもっとも基本的文書となるRecord of Dis-

cussionsが、JICAとBPPTの間で締結された。それをふまえて、2014年4月～6月から事業開始の

見通しとなった。 

 

(2)ジャトロファ(ナンヨウアブラギリ)事業 

1) 経緯 

ジャトロファ事業（正式名：インドネシアにおけるナンヨウアブラギリの複合的利用による環境

保全型地域開発）は、2008年9月～2011年10月までの約3年間は、外務省の日本NGO連携無償資金

協力助成事業として実施された。その後も引き続き、ディアン・デサ財団との協力のもと、自主事

業として実施している。 

この事業は、乾燥や害虫に耐性があって荒地でも育ち、その種子から軽油代替燃料となる油脂が

採取できるナンヨウアブラギリ（Jatropha curcas 、以下、ジャトロファ）を複合的に利用しなが

ら、環境保全と地域の人々の生活向上・収入向上が両立する地域開発モデルを形成し、それを普及

させていこうとするものである。主な対象地域は、東ヌサトゥンガラ州シッカ県マゲパンダ郡レロ

ロジャ村（苗木生産、緑化）及び同県ワイゲテ郡ワイルブレレル村（ジャトロファ・センターの建

設・運営）であるが、同県や近隣県内の村でも、種子の買い取りやジャトロファの植栽を広めるた

めの活動を行なっている。2013年度には以下の活動を行った。 

 

2) 2013年度の活動 

①種子買い取りと種子販売促進 

フローレス島では通常、ジャトロファの収穫期はおよそ 1月から 8月ごろまでである。2013年 1

月から始まった収穫期は、前年 12月から 1月中旬にかけて降り続いた雨の影響で遅いスタートとな

り、結果として 2013年の種子収集量は 2012年よりも 25％ほど少なくなった。 

 種子の収集量が減った理由の一つとして、2013年 6月に市販のガソリンおよび軽油の値上げがあ

り、物価が全体的に値上がりしていることが考えられた。物価が上がる一方で、種子の買い取り価格

がそのままであったことから、住民の種子販売に対するモチベーションが下がったかと思われた。そ

こで、2014年 1月からは種子の買い取り値段をそれまでの約 1.3倍に増やして、種子収集量の増加

をはかった。 

 また、果実の収穫作業よりも収穫した果実の殻を手で剥いて種子を取

り出す作業の方が長い時間がかかるので、果実の殻剥きも種子の販売を

渋る原因の一つと考えられ、2012 年より手動式の簡素な殻剥き機を製

作し、住民に貸し出していた。その後、住民の反応が良好であったので、

2013年度には新たに 5台（計 10台）を製作して住民に貸与した。 

②搾油・精製と精製油の利用 

 収集された種子の搾油と精製による軽油代替燃料の生産も引き続き行っている。税法上の問題で

2011年 11月から電力公社の PLN への販売が一時停止していたが、ディアン・デサ財団と共同で設

立した新組織（Yayasan Pusat Pengembangan Jatropha ジャトロファ開発センター、略称は

PUSPHA）が 2013年 4月に設立され、油脂販売再開の交渉を PLN と行った。その結果、2013年
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12月にはジャトロファ油売買と価格に関する MOU（覚書）を、PUSPHA と PLN の間で締結した。

そのMOU に基づき、2014年 3月には PLN から油脂の発注を受けるに至った。 

③コンポストの生産と販売 

 2012年度に引き続き、搾油後の搾り粕から生産したコンポストの販売を行った。2013年 11月に

は YEU という現地の NGO からコンポスト計 2.6トン以上もの注文を受けた。火山の噴火の被害に

あったパルエ島（フローレス島の沖合に浮かぶ島）の農民に配布するためとのこと。原料の搾り粕が

底をつき、2トン程度しか用意できなかったが、先方の了承を得て販売した。その後も各方面からの

問い合わせが相次ぎ、コンポストの評判が広まってきたと感じられた。 

 

(3) スターリングエンジン案件化調査 

2013年10月から2014年3月まで、日本のプロマテリアル社およびレノバ社（2014年1月にリサイ

クルワン社から改名）と協力して、外務省の本邦技術活用等途上国支援推進事業「案件化調査」

『調査名：無電化地域における小型バイオマス発電装置による電化促進案件化調査』を実施した。

内容は、スターリングエンジン(※)をインドネシアの無電化村の電力供給に用いることの実行可能性

を調査するものである。今回はAPEXは補強要員の位置づけで加わり、現場サイドの情報収集、現

場や関連先訪問のアレンジや通訳、ワークショップのための機械の輸送やセッティング、現地側と

の連絡調整などを行った。 

(※)通常のエンジンは内燃機関であり、燃料をエンジンの中に投入して、その燃焼～爆発によりピストンを動か

す。一方、スターリングエンジンは外燃機関であり、エンジンの外で燃料を燃やしてエンジンの一部を加熱

し、一方、他の部分を冷却しつつ、気体の加熱による膨張と冷却による収縮を利用してピストンを動かし、発

電する。したがって、燃料は燃焼するものであれば何でもよく、バイオマスや廃棄物も燃料として使える。 

調査地域はジャトロファ事業と同じく、フローレス島シッカ県および隣の東フローレス県であ

り、2013年10月から2014年1月まで毎月、計4回現地調査（最後の1回はワークショップを開催）を

実施した。現地調査時の訪問先は、シッカ県の関係政府機関（県庁舎、地域開発計画局、エネル

ギー鉱物局など）、PLN（東フローレス支部、東ヌサトゥンガラ州本部）、中央政府機関（エネル

ギー鉱物資源省、農務省、後進地域開発促担当国務省）、スラカルタ産業機械技術アカデミー、燃

料となるバイオマス廃棄物の発生現場や無電化村などである。2013年12月には3.5kwのスターリン

グエンジンのデモ機をジャトロファ・センター（ディアン・デサ財団所有の農園）内に設置し、

2014年1月には運転を行った。スターリングエンジンの燃料としては、カカオの殻、ココヤシの

殻・繊維、キャンドルナッツの殻、木の枝やおがくずを使用した。また、同じく1月には政府機関

やPLN、住民らを招いて3日間ワークショップを開催

し、中央政府のエネルギー鉱物資源省やPLN、大学、

無電化村などから延べ35名が参加した。 

全般に、インドネシアの関係政府機関、電力公社、住

民など全ての訪問先およびワークショップ参加者は、こ

の技術に好意的で関心を持っているが、初期投資額（設

備費）が高額であること、バイオマス燃料の収集と装置

への連続的な供給等の課題があることが分かった。 

 

 



 

 

 

■活動報告 

[ YABAKA の活動]  

中心的活動であった低価格住宅供給は、YABAKA の管理していた土地の住民への分譲がすべて終

了し、現在は下記のマイクロクレジットと簡易宿泊所経営、建材生産のコンサルティングが主な

活動である。 

[マイクロクレジット事業]     

報告期間:2013年4月～2014年3月 

   貸付残高推移 

     2013年3月末貸付残高   125,383,000ルピア   ① 

          新規貸付           126,000,000ルピア  ② 

          利息付加         22,680,000ルピア  ③ 

          返済          148,571,000ルピア  ④ 

          2014年3月末貸付残高   125,492,000ルピア  (①+②+③-④)         

N᷂GO Ḍ  

（1）YABAKA との協力事業 

YABAKA は中部ジャワ州スマラン市で低価格住宅供給等の活

動を行ってきた団体で、APEX創設の1987年以来、廃プラスチック

再生、自動車修理場の開設、スマラン市の緑化・廃棄物リサイクル

事業、研修生派遣などの事業で協力してきている。現在は、マイク

ロクレジット事業を協力して実施している。 

 

この調査は、その結果をふまえてODA案件化につなげることが期待されており、民間提案型普

及・実証事業、日本NGO連携無償資金協力などのスキームが候補としてあげられている。 

■活動計画 

（1）バイオマスの流動接触分解ガス化技術の開発 

SATREPS事業を順調に開始し、計画に沿って取り進めることが基本となるが、この事業は、国内

外の広汎な組織・人々と連携しつつ、実際に使えるバイオマスエネルギー技術をつくり出し、またそ

れを事例として適正技術を新しい技術分野として確立し、広めていく絶好の機会であるといえる。そ

のような機会を十分に生かし、計画を上回る、有意義な事業としていくように努めたい。 

（2）ジャトロファ事業 

事業を自立的軌道に乗せるため、種子収集量の増加、種子収集業務の効率化、精製油の品質管

理、コンポスト化など廃棄物利用の促進、他の事業（例：ココナッツオイルの生産）との並行的実

施などを検討する。また、再生可能エネルギーにかかわる助成制度が、本事業にもおよぶよう、働

きかけに努める。関連する新規事業の形成にも努力する。 

（3）新規事業 

適正技術人材研修のテーマとなっている炭によるガス化発電、スターリングエンジンなど、新規

事業の形成を進める。 
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（2）YPKMとの協力活動  

 
■活動報告 

  中部ジャワ、スラカルタ (通称:ソロ )市のYPKM ( Yayasan 

Pendidikan Kesejahteraan Masyarakat 、社会教育福祉財団)と

は1991年から職業訓練事業に関する協力(旋盤技術交流プロジェ

クト)を始めた。その事業は1997年から、さらに起業支援などを加

えた小規模産業活性化センターの事業へと発展している。現在で

は、資金協力・技術支援はひと段落し、APEXで出資したマイクロ

クレジット事業のモニタリングや、YPKMが助成金を申請する際の

バックアップなどを行っている。 
 

[ YPKMの活動]  

 ⅰ)職業訓練 

   職業訓練所の受け入れ実績 

   ・正規研修生 

         財政上の理由により、2013年は受け入れなし。 

・短期研修生 

  市内の工業専門学校の実習生を計13名受け入れた。 

ⅱ)奨学金 

  20名の生徒・学生(専門学校生)に奨学金25万ルピア/月を提供している。 

 ⅲ)マイクロクレジット(APEXとの協力による) 

 ⅳ)その他 住民の起業支援、市内の緑化活動などを実施 

 

      現金収支 

     2013年3月末残高        7,459,000 ルピア  #1 

     収入  返済       148,571,000 ルピア 

         その他        1,260,000 ルピア 

         合 計       149,831,000 ルピア  #2 

     支出  貸付         126,000,000 ルピア 

         運営費        17,925,000 ルピア 

         その他              444,000 ルピア 

         合 計         144,369,000 ルピア  #3 

     2014年3月末残高        12,921,000 ルピア  (#1+#2- #3) 

     cf. APEXからの原資は500,000円(約42,500,000ルピア,2002年6月までに貸付)で、2014年3

月末の貸付残高と現金残高の合計はその326%(ルピアベース)。 

   新規貸付高は前年度比90.6%である。全般に順調に推移している。 

■活動計画 

マイクロクレジットのモニタリングを続ける。 
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（3）YMBとの協力事業 

 

 このプロジェクトは、APEXのこれまでの現地NGOとの協力・

交流の経験を生かし、現地NGOへの支援をより体系的に広げて

いこうという趣旨で2000年12月に始まったものである。公募さ

れた参加者の自主的な運営により、これまでに、バンダルランプ

ン市のYMB ( Yayasan Mitra Bentala 、地球の友財団)を支援す

るプロジェクトが行われている。 

■活動報告・活動計画 

ボランティアからなる支援チーム・メンバーが主体となり、現地NGOのYayasan Mitra Benta-

la( YMB:地球の友財団)と協力して、2002年7月よりインドネシアのスマトラ島の南端に位置するラ

ンプン州パハワン村（島）において「インドネシア島嶼部における持続可能な発展モデルの形成」

に取り組んできた。2005年度をもって日本からの活動支援はいったん打ち切り、以後は連絡を保

ち、活動状況の確認などを行なっている。 

YMBの最近の活動としては、牛の排泄物からの堆肥生産、小学生への環境教育、マングローブ

林再生などがある。APEXと協力して開設したモデル・ガーデン、生簀(クランバ)の一部は継続し

て利用されている。 

今後も折にふれて訪問・接触し、協力の機会があれば検討したい。 

[マイクロクレジット事業] 

本年度もAPEXからの新たな資金提供は行わず、モニタリングのみ実施した。YPKMからの最新

の報告は次のとおり。 

   報告期間:2013年5月～2014年4月 

   新規貸付:なし 

   累積貸付額:98,565,000ルピア(貸付時のレートで約1,370,000円) 

   貸付残高(2014年4月末現在):17,016,300ルピア(約170,000円) 

       cf.2013年4月末の貸付残高:18,716,300ルピア 

      事務局(YPKM )の現金収支 

     2013年4月末残高          550,575 ルピア ① 

     収入  住民からの返却     1,700,000 ルピア 

                  寄付        12,500,000 ルピア 

                  合計               14,200,000 ルピア ② 

          支出  住民への補助(※)   12,500,000 ルピア 

          合計               12,500,000 ルピア ③ 

       2014年4月末残高(①+②-③)  2,250,575 ルピア           

       (※)薬代、家屋修理代他 

■活動計画 

 マイクロクレジットのモニタリングを続けるとともに、有意義な協力の機会があれば検討する。 
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 2012年度に開始された適正技術人材育成研修が国内事業の中心となっており、2013年度の同研

修では、初級コースともに中級コースを併設して実施した。それらの活動を支え、広報活動も活

発化させるため、事務局体制も増強された。  

   ᶮК Ҳ 

 APEX  
 

■活動報告 

[開催実績] 

第177回2013年5月25日(土) 14：30- 17：15（参加者23名） 

「『適正技術』とは何か－インドネシアでの実践から－」 

   講師：田中 直（特定非営利活動法人APEX代表理事） 

第178回2013年11月30日(土) 14：30- 17：15（参加者28名） 

「途上国に適合的な風力による発電・揚水技術の開発と適用」 

講師：牛山 泉氏(足利工業大学学長)、根本 泰行氏(同大 

教授)※10/26(土)を台風により延期 

第179回2014年2月1日(土) 14：45- 17：30（参加者：18名、うち報告者8名） 

「2013年度適正技術人材育成研修参加者報告会」 

第180回2014年3月1日(土) 14：30- 17：15（参加者：20名） 

「アジア地域に適合的な住民参加型コミュニティ排水処理システムの開発と普及－インドネシ

アにおけるAPEXの取り組み」講師：田中 直（特定非営利活動法人APEX代表理事） 

    (関西APEXセミナーは、関西支部の報告参照)  

 

■反省と今後の計画 

「適正技術人材育成研修」第1回(2014年5月3日)、第5回(2014年10月4日)、報告会(2015年2月)

を公開し、APEXセミナーとして開催。その他に東京、関西、東北で各1回以上開催する予定であ

る。 

    ̝ 

 

■活動報告 

2013年度も、適正技術人材育成研修と連携的に実施した。 

（適正技術人材育成研修を参照） 

 

■反省と今後の計画 

2014年度はテーマを「成長に依存しない社会をめぐって」とし、引き続き「適正技術人材育成

研修」と連携的に実施する。 

 

178 APEX☿Ⱶ♫כ─  
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■活動報告 

2013年度は、「適正技術人材育成研修」の現地訪問ツアーとして実施した。 

 

 [開催実績]（適正技術人材育成研修を参照）  

 

■活動計画 

2014年度も、「適正技術人材育成研修」の現地訪問ツアーとして実施する。 

【実施期間】2013年8月～9月の7～9日 

【訪問先】初級コースは、インドネシアのAPEXの事業実施地区（フローレス、ジョクジャカルタ

等）および現地NGOが行う適正技術関連の事業の活動の現場や、村、都市のコミュニ

ティ等。 

中級コースは、検討しているテーマに関連する現場や、パートナー団体との打ち合わせ

など。 

【参加人数】計十数名を想定 

    ˲ ʹ 

 

■活動報告 

2013年度は、講義、研究会、現地訪問ツアー等から構成される初級コースに加え、より具体的な事業

形成を学ぶ中級コースを実施し、複数の具体的なプロジェクトが企画・立案された。なお、この研修

の実施に当たり、外務省NGO事業補助金(国際開発協力関係民間公益団体補助金)をいただいた。 

 

（1）講義 

［初級コース］ 

第1回 2013年5月25日(土) 14：30- 17：15（公開のAPEXセミナーとして実施、参加者23名） 

「『適正技術』とは何か－インドネシアにおける実践から」講師：田中直(APEX代表理事)  

第2回2013年6月29日(土) 14：30- 17：15（参加者 14名） 

「途上国の村落向け小規模浄水供給システムの開発と展開」 

講師：山際智氏（ヤマハ発動機株式会社 海外市場開拓事業部 

第三開拓部クリーンウォーターグループ グループリーダー） 

第3回2013年7月27日(土）14：30- 17：15（参加者19名） 

「バングラデシュにおける持続可能な雨水利用システムの構築」 

講師：村瀬誠氏（株式会社天水研究所代表取締役）  

第4回2013年9月28日(土）14：30- 17：15（参加者10名） 

ワークショップ「現地訪問で学んだもの」発表：研修参加者 

第5回2013年11月30日(土) 14：30- 17：15（公開のAPEXセミナーとして実施、参加者28名） 

「途上国に適合的な風力による発電・揚水技術の開発と適用」 

講師：牛山泉氏（足利工業大学学長）、根本泰行氏（同大学教授） 
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［中級コース］ 

第1回 2013年5月26日(土)  14：30- 17：30（参加者11名） 

第1部 適正技術のプロジェクトはいかに形成されるか 

－因縁と一瞬の風－ 

第2部 本年度のテーマについて 

講師・ファシリテーター：田中直（APEX代表理事） 

 

（2）「開発とNGO」研究会 シリーズ「世界史の中の近代技術」 

第1回2013年6月2日(日) 14：45- 18:00（参加者18名） 

〈近代以前の世界の様相と技術〉 

（テキスト）ウィリアム・H・マクニール著『世界史』上巻第Ⅰ部、第Ⅱ部、増田義郎他訳、中

公文庫、2008年 

（副読本）  リン・ホワイト著『機械と神－生態学的危機の歴史的根源』青木靖三訳、みすず書

房 1999年(抜粋)  

第2回2013年7月7日(日) 14：45- 18：00（参加者12名） 

〈西欧世界の優勢と拡大〉 

（テキスト）同上『世界史』下巻第Ⅲ部 

（副読本） C.M.チポラ著『大砲と帆船―ヨーロッパの世界制覇と技術革新』、大谷隆昶訳、

平凡社 1996年   

第3回2013年8月4日(日) 14：45- 18：00（参加者12名） 

  〈産業革命の衝撃〉 

（テキスト）同上『世界史』下巻第Ⅳ部前半 

  （副読本） T.S.アシュトン著『産業革命』中川敬一郎訳、岩波文庫 1973年 

第4回2013年10月6日(日) 14：45- 18：00（参加者11名） 

〈20世紀の技術革新〉 

（テキスト）同上『世界史』下巻第Ⅳ部後半 

（副読本） トレヴァー・I・ウィリアムズ著『二○世紀技術文化史』上巻、中岡哲郎他訳、筑

摩書房 1987年(抜粋)  

第5回2013年10月27日(日) 14：45- 18：00（参加者9名） 

〈近代技術の問題性・相対化とこれからの技術> 

（テキスト）E.F.シュマッハー著『スモール イズ ビューティフル－人間中心の経済学－』、

小島慶三・酒井懋訳、講談社学術文庫 1986年 

（副読本） 田中直著『適正技術と代替社会－インドネシアでの実践から』岩波新書 2012年 

 

（3）現地訪問  

［初級コース］ 

【日程】2013年9月14日～9月22日(8泊9日)  

【場所】フローレス、ジョクジャカルタ 

【参加者】4名＋青山(ジョクジャカルタにて中級コースと合流)  

 

 

1  
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【訪問先等】 

○フローレス： 

・APEXのジャトロファ事業(コリドゥトゥン村にて事

業に関わる住民の方と会合、ランギル村にて種子

の買い取りに関わる組合の方のお話を伺う)  

・ディアン・デサ財団のフローレス支所で進めるト

イレ設置プロジェクト視察 

○ジョクジャカルタ： 

・APEXのバイオマス事業と排水処理事業についての

座学、実施コミュニティ視察 

・ディアン・デサ財団の水供給プロジェクトと現地視

察、エイの革の工芸品製造事業、調理用コンロの改良事業の視察 

［中級コース］  

【日程】2013年9月14日～9月22日(9日間)  

【場所】西カリマンタン、ジョクジャカルタ 

【参加者】2名＋田中、三木 

【訪問先等】 

○西カリマンタン： 

現地NGO(ディアン・タマ)の事務所、炭焼き技術総

合開発センター、近隣地域の廃棄物系バイオマスの

発生場所、炭焼き家内産業、無電化村、村役場等を

訪問し、ディアン・タマの活動の状況、電気のニー

ズ、バイオマスの発生状況等について調査した。ま

た、プロジェクト形成の可能性を調査した。 

○ジョグジャカルタ：(初級コースと合流)  

 

（4）ミーティング（中級コース） 

第1回 2013年 6月 2日(日) 13：00- 14：30（参加者10名）  

第2回 2013年 7月 7日(日) 13：00- 14：30（参加者11名） 

第3回 2013年 8月 4日(日) 13：00- 14：30（参加者10名） 

第4回 2013年10月 6日(日) 10：00- 14：00（参加者 7名） 

第5回 2013年10月27日(日) 13：00- 14：30（参加者 8名） 

第6回 2013年11月30日(日) 13：00- 14：00（参加者 6名） 

申請書作成演習2013年12月28日(土) 16：00- 18：00（参加者7名） 

 

（5）報告会（APEXセミナーの項を参照） 

 

■反省と今後の計画 

2014年度も継続して適正技術人材育成研修を行う。中級コースでは、2013年度のプロジェクト案

を下地に、具体的な事業化を目指す。なお、この研修の実施に当たっては、2013年度に引き続き、

2014年度も外務省NGO事業補助金をいただくこととなっている。 
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   APEX ͬ 

 

■活動報告 

[発行実績]  

APEX通信73号2013年4月発行 26P（300部） 

コミュニティ排水処理事業報告 モデルシステム作りが本格化 

ジャトロファ事業 種子収穫量の増大を目指して  

特集25周年記念行事 

25年の歩みを振り返って 

創立25周年によせて 

ボランティア活動 

会員の広場 他 

APEX通信74号2013年12月発行 18P（300部） 

バイオマスガス化と液体燃料生産の新規事業 

ジャトロファ事業報告―事業の自立性の向上に向けて  

コミュニティ排水処理事業報告―プロジェクトの中間点を迎えて 

国内活動「適正技術人材育成研修」 初級コース、中級コース 

会員の広場 他 

 

■反省と今後の計画 

2013年度は、2号の発行にとどまった。2014年は、3号発行することとしたい。 

 

    ⅎḸ Ҳ 

 

■活動報告・活動計画 

[APEXウェブサイト]  

ウェブサイト、活動ブログ「アパ・カバール」、スタッフのブログを適宜更新しながら継続的に運

営した。 

 

[団体紹介・セミナー・ボランティア活動等の広報]  

セミナーやイベント等の広報に関しては、会員や協力団体、関連大学・企業等に郵送でお知らせを

するとともにボランティアセンター等へチラシを設置した。また、ウェブサイトの情報掲示板や

メールマガジン、所属団体のメーリングリストおよびソーシャルメディア等を利用して情報の発信

に努めた。 

 

[メールマガジン]  

毎月1回、イベント案内やウェブサイトの更新情報などを掲載したメールマガジンを発行した。 

APEX  73  
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［会員の集い］ 

会員の方々がお互いに知り合い、また役員・スタッフ・ボランティアの方々とも顔を合わせていた

だいて、親交を深め、会の活動についても一層理解を深めていただこうと、第1回の会員の集いを開

催した。集いは、事務所に近い、鶯谷駅南口のホテル

シャーウッドにて、2013月12月7日（土）の15:00から

18:30頃まで行われた。参加された方は22名で、会の近況

報告、自己紹介、ユニークな活動をされている会員の

方々のお話、事務所見学のあと、バンド演奏付の懇親会

と続き、なごやかな雰囲気の中で終わった。 

 

［イベント開催・参加］ 

・アースデイ東京 2013年4月20日（土）、21日（日）代々木公園 

天候が悪く、来場者が少なかった。ブースでは、パネルで活動のご紹介をするとともに、研修や

セミナーのチラシなども配布した。 

・PARTNER国際協力人材セミナー（中部）2013年5月11日（土）、（東京）7月20日（土） 

中部ではパンフレットや研修等のチラシをPARTNER事務局より配布、東京ではスタッフが口頭で

団体案内を行った。 

・グローバルフェスタJAPAN 2013年10月5日（土）、6（日）  

団体紹介と工芸品の販売を行った。 

・エコプロダクツ展 2013年12月12日（木）～14日（土） 

パネル展示、口頭による団体案内の他、出展者同士の情報交換なども行った⁹ 

 

［ボランティアチーム（APnet）の活動］ 

・第10回アフタヌーンカフェ2013年4月13日（土）（参加者11名、うち新規6名） 

勉強会テーマ：「食のグローバル化」 

・第11回アフタヌーンカフェ2013年6月30日（日）（参加者12名、うち新規3名） 

勉強会テーマ：「エネルギーの選択肢」 

・第12回アフタヌーンカフェ2013年12月14日（土）（参加者9名、うち新規3名） 

勉強会テーマ：「身のまわりから持続可能な社会を考える。たとえば『炭』とか。」 

・第13回アフタヌーンカフェ2月15日（土）（参加者9名うち、新規1名） 

勉強会テーマ：「これからの技術（のあり方）について考える」 

・フローレス島にてサッカーボールを寄贈 2013年9月 

・インドネシアランチランキングの会を開催 

第1回 2013年10月20日（日） 

第2回 2013年11月24日（日） 

第3回 2014年 1月26日（日） 

第4回 2014年 3月23日（日） 
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 ［新聞・雑誌取材、その他メディア掲載］ 

・代々木ゼミナールの試験問題に、『適正技術と代替社会』の一節が用いられた(2014年3月、以

後継続)。 

・近刊の秦辰也編著『アジアの市民社会とNGO』(晃洋書房、2014年4月)に、「適正技術による衛

生・環境問題への取り組み」として、田中が執筆した。 

・日刊工業新聞（2014年5月20日）に「アジア地域に適したコミュニティ排水処理システムの開

発と普及」の第41回環境賞受賞記事が掲載された。 

 

「外部との連携」 

・鎌倉のカフェ「PLAIN」 

会員の高橋和興さんが経営されている「いつまでも自然

の恵みを感じられるライフスタイル」をコンセプトとす

るカフェであるが、APEXの活動に共鳴して、常設展で団

体紹介をしてくれている。パネルや書籍、インドネシア

雑貨等を置かせてもらっている。 

・第8回4Eサロン『近代の作り直し、スマートコミュニティ実現に必要な｢適正技術｣ないし｢適性

技術｣の概念』（JST社会技術研究開発センター(RISTEX)主催）2013年7月4日（木）  

話題提供者として田中が講演を行った。 

・INCHEM  TOKYO（主催：化学工学会、日本能力協会）2013年10月30日（水） 

当イベント内、「第3回水イノベーション2013 特別セミナー」にて田中が講演を行った 

（10月31日）。 

・立教大学伊藤道雄教授ゼミ2013年11月28日(木)  

ゼミにて田中が講義を行った。 

・なんとかしなきゃプロジェクト2013年12月3日（水） 

「日本・ASEAN交流40周年 プレス勉強会『支援活動を通して見るASEANの現状』」に田中が登

壇し、APEXの活動を通じて現地の状況を紹介した。 

 

［褒賞制度への応募と受賞］ 

世界を変えるトイレ大賞受賞 2014年3月 

日本水フォーラムの主催し、途上国の衛生施設の普及を

飛躍的に進める可能性のある優れた取り組み／仕組みを

募集する「GOODプロジェクト」に、「アジア地域に適合

的な、住民参加型コミュニティ排水処理システムの開発

と普及」で応募していたところ、総合的にもっとも持続

可能性、発展性の高いプロジェクトに贈られる「世界を

変えるトイレ大賞」を受賞した。 

 

 

 

GOOD http://www.waterforum.jp/

toilet- project/project/vol_2_2/) 

 

PLAIN  (http://plainkamakura.com/) 
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環境賞受賞 2014年5月 

2014年度のことではあるが、日立環境財団・日刊工業

新聞が主催し、環境省が後援する環境賞(第41回)に、

「アジア地域に適したコミュニティ排水処理システム

の開発と普及」で応募していたところ、同賞の優秀賞

を受賞した。 

■活動計画 

［APEXウェブサイト］ 

成果の把握を行い、評価指標を設けることで効果的な更

新や運営を目指す。 

 

［団体紹介・セミナー・ボランティア活動等の広報］ 

これまでの情報配信先を整理するとともに、情報配信先の開拓を続ける。また、ボランティア活

動などについても、セミナーや研修の機会などに積極的に広報を行う。 

 

［メールマガジン］ 

月に1度の発行を継続し、読者のニーズを調査した上で新たな企画や構成を検討する。 

 

［会員の集い］ 

趣向をこらして実施を検討する。 

 

［イベント参加］ 

アースデイについては、毎年天候に恵まれず、出展料の大幅な値上がりとスペースの縮小の問題

もあり、2014年の出展は見送ることとなった。その他イベントへの出展は継続した情報収集を行

い、費用対効果を見ながら随時検討していく。 

 

［ボランティア・チームの活動］ 

ボンティアチームの自主的な活動を支援していく。 

 

［外部との連携］ 

鎌倉のカフェPLAINでは、現在行われている物品の展示などに加え、セミナーなどのイベントの開

催を検討する。 

 

［褒賞制度への応募］ 

APEXが応募するのにふさわしい制度を選んで、積極的に応募する。 

 

http://www.hitachi-

zaidan.org/kankyo/topics/topics70.html 
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   ὑNPO ˲ӓ  

2011年6月22日に成立した寄付税制関連法案により、認定NPO法人となるための認定要件が大幅に

緩和された。APEXは2011年度に申請を検討したが、APEXの役員総数と役員でJATI(適正技術研究所)

の役員を兼ねる人数との割合が認定要件を充たさない時期があり、申請を見送った。2012年度から

充たすようになったため、判定期間の2年が経過する2014年度の申請に向けて準備を進めている。 

申請に伴い、新NPO法人会計基準に沿った会計処理が必要となる。2013年度は、定款の「事業報告

及び決算」の条項における会計書類の名称を変更するとともに、情報収集を行って新基準の導入に

備えた。また、2012、2013年度を判定期間とする場合の認定要件の適合可否をシミュレーションで

確認した。今後、申請手続きを進める。なお、2014年4月に法人実効税率引き下げの代替財源とし

て、租税特別措置を「ゼロベースで見直す」方針が決まり、認定NPO法人制度の一部も対象となって

いるので、今後の動きに注意する。 

   

■活動報告 

2013年度は関西APEXセミナーを１回開催した。 

 

第37回関西APEXセミナー 

「『適正技術』とは何か－インドネシアでの実践から－」 講師：田中直 

【日時】2013年 7月6日(土) 13:45 ～16:30  

【会場】つるやホール 第２会議室（本館8階） 

 

参加者は16名（関西支部スタッフ４名含）であった。企業人、大学教員、学生等の多彩な参加

があり、APEXの活動や適正技術についてよく理解できたとの好評なアンケート結果が多数を占

めた。 

  

■活動計画 

2014年度においてもセミナー開催を実施し、活動紹介や理念の普及を進めたい。 

 

  Ӕ  

■活動報告 

支部の活動再開に向け、仙台でのセミナーを計画した。また、仙台国際センター、仙台市民活

動サポートセンター等に資料を設置してもらい、広報活動を行った。 

 

■活動計画 

東京事務局の協力を得ながらセミナー等を実施し、支部の活動を再開するとともに活動の周知

に努める。 
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TEL 03-3875-9286   FAX 03-3875-9306 

E-mail tokyo-office@apex-ngo.org 

URL http //www.apex -ngo.org/ 
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TEL 06-6307-2540   
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